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はじめに 

科学技術の高度化、社会経済のグローバル化が進展し、高度専門職業人養成の必要性が高

まる中、欧米の状況も踏まえつつ、平成１５年度に、専門職大学院制度が創設された。それ

以降の十有余年、専門職大学院は大学院教育の実質化や社会人教育を牽引する役割を担うと

ともに、専門職大学院制度の普及定着も一定程度図られてきた。しかし、専門職学位の付加

価値が社会（「出口」）と共有されていないなど、社会（「出口」）との連携が十分に図られて

おらず、当初期待されていたような専門職大学院数・学生数の広がりには至っていない。例

えば、米国では、大学院は、学術系と専門職系に大別される状況にあり、専門職系大学院に

対する社会的評価は高い。また、専門職学位の取得がキャリアアップにつながる社会的仕組

みが確立しており、そこで学ぶ学生数・比率は我が国のそれを大きく上回る。 

少子高齢化が急激に進展する我が国が持続的な成長を継続するためには、高度な専門性が

要求される分野において国民一人一人の労働生産性を向上させることが喫緊の課題であり、

高度専門職業人養成機能の抜本的な充実強化が必要である。このため、中央教育審議会大学

分科会大学院部会専門職大学院ワーキンググループとしては、専門職大学院を、我が国の高

度専門職業人養成のための中核的教育機関と改めて位置付けると同時に、他の課程も含め、

高等教育全体としての機能強化を図っていくことが必要と考える。このため、専門職大学院

制度の見直しとともに、修士課程から専門職学位課程への移行を積極的に促す政策も含めた、

高等教育全体の機能分化・強化の取組が求められる。 

本ワーキンググループでは、平成２７年１２月より、平成２７年９月の大学分科会審議ま

とめ「未来を牽引する大学院教育改革」での指摘事項を踏まえつつ、上記の観点から、専門

職大学院制度の在り方を中心に積極的な審議を重ねてきたところであり、この度、高度専門

職業人養成機能を抜本的に充実強化するため、改善方策を提言することとした次第である。 

  

 

Ⅰ．現状の課題と今後の方向性 

１．制度の目的・趣旨  

（１）高度専門職業人の養成（専門大学院からの移行） 

○専門職大学院は、科学技術の進展や社会・経済のグローバル化に伴う、社会的・国際的

に活躍できる高度専門職業人養成へのニーズの高まりに対応するため、高度専門職業人

の養成に目的を特化した課程として、平成１５年度に創設された。 

○平成１１年に、専門大学院が、高度専門職業人養成に特化した大学院として制度化され

たが、同制度は、従来の大学院（修士課程）の枠内での制度設計であり、実践的な教育

を展開していく上でいくつかの制約が存在したため、設置数は、３年間で６研究科・専

攻にとどまった。 

○このため、様々な職業分野の特性に応じた柔軟で実践的な教育を可能にする専門職大学

院制度が設けられ、専門大学院からの移行が図られた。 

1



 
 

○専門職大学院として、平成２８年度現在、１１７大学に１６９専攻が設置され、制度の

普及定着が一定程度図られている。 

 ※専攻の内訳）法科４５、教職４５、ビジネス・ＭＯＴ３２、会計１３、公共政策７、 

臨床心理６、公衆衛生４、知的財産３、その他１４ 

  

（２）大学院教育実質化と社会人教育の牽引役 

○社会の激しい変化に対応し得る人材養成のため、大学院教育の実質化（教育の課程の組

織的展開の強化）が求められるが、専門職大学院においては、修了要件として論文作成

を必須とせず、実務家教員参画の下で、事例研究、現地調査又は双方向・多方向に行わ

れる討論・質疑応答といった方法による授業を体系的に行うとともに、分野別認証評価

による教育の質保証が行われている。 

○また、法科、会計、ＭＯＴの各分野においては、コアカリキュラム（当該分野の専門職

大学院で学ぶ全ての学生が修得すべきと考えられる学修内容や共通的な到達目標）が既

に策定されている。ビジネス分野のコアカリキュラムについても、平成２８年度新規事

業である「先導的経営人材養成機能強化促進委託事業」において策定予定である。更に、

公衆衛生分野のように、米国の標準カリキュラムに準拠している例もある。 

○さらに、社会で活躍する職業人に高度な専門性、最新の知識・技術を身につけさせるた

めの継続的な学習の機会を提供することは、今後ますます重要になるが、すでに各専門

職大学院において、社会人に配慮した入学者選抜の実施、夜間開講、サテライトキャン

パスの設置、短期コースの設定、ＩＣＴを活用した授業の実施などの取組が進められて

いる。平成２７年度において、社会人比率は約５０％であり、修士課程における社会人

比率が約１２％であることに比して高い数値となるなど、社会人教育の推進に、一定の

成果を上げてきたといえる。 

 

 

２．課題 

（１）専門職大学院の広がりが進んでいない 

○科学技術の高度化や社会・経済のグローバル化はますます進展している。また、我が国

においては、急速な少子高齢化が見込まれる。このため、国民一人一人の労働生産性を

向上し、持続的な経済成長を図ることが必要であり、高度専門職業人養成の必要性は一

層増大していると言える。  

○一方で、平成２８年度現在、１１７大学に１６９専攻が設置されているが、設置大学数・

専攻数は、平成２１年をピークに減少傾向にある。（ただし、減少分の大半は法科大学

院） 

 ※専門職大学院を設置する大学数 １３０校 （Ｈ２１）→１１７校（Ｈ２８） 

             専攻数 １８４専攻（Ｈ２１）→１６９専攻（Ｈ２８） 

            （うち法科 ７４専攻（Ｈ２１）→ ４５専攻（Ｈ２８）） 

2



 
 

○平成２８年度現在、在学生数は１６，６２３人、入学者数は６，８８３人。在学生数、

入学者数ともに減少傾向であり、法科、会計分野の減少が顕著である。一方、ビジネス・

ＭＯＴ、教職分野については増加傾向である。 

 ※在籍する学生数  ２１，８０７人（Ｈ２３）→１６，６２３人（Ｈ２８） 

 ※入学者数          ８，２７４人（Ｈ２３）→  ６，９９９人（Ｈ２８） 

       うち 法科   ３，６２０人        → １，８５７人 

          会計       ８０１人          →    ４８５人 

       ビジネス・MOT １，８６１人          → ２，３９７人 

            教職         ７６７人          → １，２１７人 

○高度専門職業人養成の必要性が増大している一方で、上記のように、専門職大学院数・

学生数は、全体としては、制度導入時に期待されたほどには広がりをみせていない。 

○制度創設当初、中央教育審議会答申「大学院における高度専門職業人養成について」（平

成 14 年 8 月 5 日）において、高度専門職業人の養成が相当の比重を持って行われてい

る大学院の課程について、研究者養成も重要な役割として位置付けられていることから、

一律に専門職大学院に移行することは適当ではないが、特定の高度専門職業人養成に特

化した課程として分化する場合、当該分化した課程については、新たに専門職大学院と

して設置することが適当とされた。しかし、現実には、修士課程からの転換・新設は十

分には進んでいない状況である。 

○専門職大学院制度においては、その教育の質を保証するという観点から、一定の独立性

の確保と教員組織の充実が求められており、設置基準上必ず置くこととされる専任教員

は、原則として他の課程の専任教員数に算入できないこととしているが、この措置のた

め、教員交流が円滑でなくなり、連携した取組を実施しづらくなっている面があるとの

指摘がある。 

○また、専門職大学院には、仕事を続けながら通学する社会人を幅広く受け入れることが

期待されるが、上記のように社会人に一定の配慮はされているものの、必ずしも柔軟な

履修形態を提供できていない。また、企業や地方公共団体等においても、仕事を続けな

がら通学することについての理解が不十分という指摘もある。 

○専門職大学院制度設立当初の期待や理念に比して、専門職大学院数・学生数の広がりや

制度の柔軟化が不十分である。 

 

（２）社会（「出口」）との連携が不十分 

○各専門職大学院において、関係業界、職能団体をはじめとした社会（「出口」）との連携・

協力体制が必ずしも十分ではなく、多様化する社会（「出口」）のニーズを的確に踏まえ

た教育プログラムを必ずしも提供できていない。 

○また、専門職学位の付加価値が社会（「出口」）に理解されておらず、専門職学位を取得

してもキャリアアップにつながる社会的仕組みができていない。その理由の一つとして、

専門職学位等と職業資格との関係が我が国では十分に確立されていないことがあげら
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れる。これらは欧米先進国との大きな差異であり、我が国において専門職大学院の広が

りが進まない一因と考えられる。また、企業が事務系社員を雇用する際、過去の日本固

有の人事処遇制度を踏襲し、高度な専門知識に対して必ずしも重きを置いていないこと

が、専門性が要求される分野での我が国の労働生産性が上がらないことの一因とも考え

られる。 

※米国においては、大学院は、学術系大学院（グラデュエートスクール）と専門職系大学院（プ

ロフェッショナルスクール）に大別されるが、専門職系大学院（プロフェッショナルスクー

ル）に対する社会的評価は高く、専門職学位の取得がキャリアアップにつながる社会的仕組

みが確立している。 

※独仏においては、職業資格の一部として学位が位置付けられているのが一般的である。また、

欧州では、「欧州高等教育圏」の構築を目指し、ボローニャ・プロセスが進行しており、域

内の流動化を促進し、就職可能性を高めるため、ディプロマ・サプリメント（学位の学修内

容を示す共通様式）の本格導入等が進められている。 

※世界各国で、学位及び職業資格等の要求水準を透明化するための参照枠組み、すなわち「国

レベルの資格枠組み（NQF：National Qualifications Framework）」を作成する取組が進展

しており、特にＥＵ諸国では、「欧州資格枠組み（EQF：European Qualification Framework）」

に準拠する形でＮＱＦの策定又は見直しが進められている。 

○専門職大学院の必要性・重要性についての理解が進まない一因として、社会（「出口」）

に対する国及び各専門職大学院による積極的な情報提供が不足していることがあげら

れる。 

○国民一人一人の労働生産性を向上させるため、社会人が仕事を続けながら通学すること

ができるよう、より一層柔軟な履修形態が必要である。 

 

（３）その他の分野共通課題 

○７年以内に受審が義務付けられている機関別認証評価と５年以内に受審が義務付けら

れている分野別認証評価について、両者の関係性の整理・効率化が求められており、と

りわけ専門職大学院のみを設置している大学については、その必要性が高い。 

○「理論と実務の架橋」を特色とする専門職大学院では、他の課程の教員養成の仕組みと

は異なる体制の整備が必要である。 

 

（４）修士課程等との役割分担が不明確  

○専門職学位課程は、社会人や学士課程の新規修了者等を対象として、特定の高度専門職

業人の養成に特化して、国際的に通用する高度で専門的な知識・能力を涵養することを

目的としている。（※平成２７年度の社会人比率約５０％） 

○他方、修士課程は、学士課程の新規修了者や社会人等を対象として、幅広く深い学識の

涵養を図り、研究能力又はこれに加えて高度の専門的な職業を担うための卓越した能力

を培うことを目的としている。（※平成２７年度の社会人比率約１２％） 
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○しかし、高度専門職業人養成という観点からは、特に大半の学生が博士課程（後期）に

進学しないような博士課程（前期）を含めて、必ずしも修士課程と専門職学位課程の役

割分担が明確ではない。 

○なお、中央教育審議会において、実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化

に関する答申が平成２８年５月に行われた。この新たな高等教育機関は、学士課程又は

短期大学士課程相当の課程を提供する機関として、専門職業人の中でも、事業の現場の

中核を担い、現場レベルの改善・革新を牽引していく層の養成に重点を置き、これらの

人材を養成する完成教育機関として制度設計されるものであり、専門職学位課程との接

続・一貫教育を直接念頭に置くものではない。 

 

 

３．今後の方向性 

（１）高度専門職業人養成機能の一層の充実・強化 

○少子高齢化が進む中、国民一人一人の専門性が要求される分野での労働生産性を向上し、

持続的な経済成長を図る観点から、高度専門職業人養成機能の充実・強化が必要である。 

○このため、自らの強みや特徴を伸ばすための専門職大学院の取組を促進することが必要

である。また、専門職大学院を、高度専門職業人養成のための中核的教育機関と位置付

け、修士課程を含めた、高等教育全体としての機能強化を図っていくことが必要である。 

 

（２）社会（「出口」）との連携強化 

○各専門職大学院における養成人材像について、社会（「出口」）との共通理解を得ること

が必要である。また、輩出した人材についての社会の受け入れ体制を作っていくことも

必要である。 

○社会（「出口」）が求める高度専門職業人を輩出するため、関係業界や職能団体をはじめ

とした社会（「出口」）との一層の連携による人材養成機能の強化を各専門職大学院に促

すことが必要である。また、社会（「出口」）との連携強化の重要性と必要性を専門職大

学院制度に一層取り込み、制度的な独自性を設けることが必要であり、専門職大学院制

度における教育課程、教員組織、認証評価等の在り方を見直すことが必要である。 

○各専門職大学院において目指している養成人材像の具体化・明確化が必要である。また、

各専門職大学院が高度専門職業人養成プロセスのどの部分を担うかについての整理・明

確化と、それに対応した教育課程の編成が必要である。 

○各大学が専門職大学院を新設する場合、職能団体との連携が必要である。 

 

（３）多様なニーズへ対応するための学士課程・修士課程等との連携強化 

○社会（「出口」）のニーズは多様化・複雑化している。このことを大学内の各課程間の共

通認識とした上で、高度専門職業人養成のための中核的教育機関である専門職大学院は、

学士課程、修士課程、他の専門職学位課程等の教員とも連携して、社会（「出口」）のニ
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ーズを踏まえた、特色のある教育プログラムを提供することが必要である。 

 

（４）分野ごとのきめ細かい対応 

○各分野に共通する課題ではない場合であっても、社会（「出口」）との連携を促進し、高

度専門職業人養成機能の強化を図る観点から対応が必要と考えられる課題については、

分野ごとのきめ細やかな対応が必要である。 

 

 

４．修士課程との在り方の整理を含めた大学院全体としての見直し 

○若年人口が減少していく我が国が将来にわたり発展していくためには、社会（「出口」）

と協働して、高度専門人材の育成を担う大学院教育の改革を推進することが必要であ

る。 

○本ワーキンググループにおいては、専門職大学院を、高度専門職業人養成のための中核

的教育機関と位置付け、専門職大学院の在り方について検討を行ったが、高度専門職業

人養成機能を強化する観点から、大学院全体としての議論が必要である。特に、社会（「出

口」）との連携の在り方や養成人材目的の検証・見直しにより、高度専門職業人養成を

主たる目的とする修士課程等が専門職学位課程へ移行することを積極的に促す方策に

ついても検討が必要である。その際、専門職大学院の設置が進んでいない、地方におけ

る高度専門職業人についてのニーズを踏まえることも必要である。 
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Ⅱ．具体的改善方策 

１．アドバイザリーボードの設置 

○社会（「出口」）との連携を強化するため、関係業界・職能団体や地方公共団体の関係者

など各専門職大学院が掲げる養成人材像と関連が深い者（関連が深い者であれば、当該

専門職大学院修了生も当然含まれる）（以下単に「ステークホルダー」という。）や学外

の有識者等からなるアドバイザリーボードを設置し、各専門職大学院の教育課程の編

成・実施、教員の資質向上、情報公開の在り方等に関する事項について指導・助言を受

けることを義務付けるべきである。 

○メンバー構成や運営方法、指導・助言が生かされているかといったアドバイザリーボー

ドの有効性については、認証評価において確認することを検討すべきである。 

 

 

２．教育課程等 

（１）コアカリキュラムの作成 

○教育の質保証と教育内容を可視化する観点から、コアカリキュラムを、各分野において、

ステークホルダーや認証評価機関、学会等の参画を得た上で策定し、必要に応じて更新

することを促すことが必要である。その際、望ましい必要単位数や実践的な授業の扱い

について一定の目安等を示すとともに、国際的な動向、学生の職業経験の差等を踏まえ

ることが必要である。また、各専門職大学院が独自性を発揮できるよう配慮することが

必要である。 

○コアカリキュラムの作成主体は、当該分野のすべての専門職大学院から意見を聞くこと

が必要であり、同じ分野の専門職大学院からなる組織体が積極的に関与することが望ま

しい。こうした組織体が存在しない分野については、組織体の創設が望ましい。当該分

野に専門職大学院が１校しかないなどコアカリキュラムの策定が困難と判断される場

合は、各校において、国際的な動向、学生の就業経験の差等を踏まえ、学修内容や到達

目標を適切に策定することが望ましい。 

○コアカリキュラムが策定された場合は、その導入状況を、認証評価において確認（各専

門職大学院の判断で導入しない場合は、合理的な理由の有無を確認）することを促すこ

とが必要である。 

 

（２）社会人に対する柔軟で多様な教育機会の提供 

○社会人が仕事を続けながら通学できるよう、各専門職大学院に対し、柔軟な履修形態等

により、社会（「出口」）のニーズに対応した多様なプログラムを提供することや、

ＩＣＴの活用等を促すことが必要である。 

○この際、履修証明制度と科目等履修生制度を併せて活用することにより履修証明書を交

付しつつ単位認定を行うといった取組、長期履修制度や夜間開講等のより積極的な取組
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が考えられる。 

○地方公共団体・企業等に対し、社会人が仕事を続けながら通学することについての理解

を促すための方策を国として検討すべきである。 

○社会のニーズが存在することを前提として、国際的な通用性に留意しつつ、高度専門職

業人養成を主目的とした博士レベルの専門職学位の検討を行うことが必要である。 

 

（３）成長が見込まれる分野に特化した経営人材養成 

○ビジネススクールをはじめとした専門職大学院が特定分野に強みを有する経営人材を

育成するためには、クロスアポイントメント制度等も活用しつつ、当該分野に専門性を

有する専門学校、学部、他の研究科等と連携することも有効である。 

 

（４）世界基準の教育課程の開発 

○国際的通用性のある分野における専門職大学院に対し、国際的な認証機関の受審等を通

じ、国際的水準での教育の質の積極的なアピールやアジアをはじめとした海外からの留

学生を想定した教育課程の開発を促すことが必要である。 

 

 

３．教員組織 

（１）バランスの取れた教員組織 

○「理論と実務の架橋」を図るためには、各専門職大学院が掲げる人材養成上の目的と合

致する、高度な実務上の知識や能力を有する実務家教員と高度な研究能力を有する研究

者教員のバランスの取れた教員組織であることが必要であり、そのことを認証評価で確

認することを検討すべきである。 

○また、高度専門職業人を養成する観点から、実務家教員と研究者教員の連携によって、

「理論と実務の架橋」を図るための教育が効果的に実施される体制が構築されているか、

また、ファカルティ・ディベロップメントによって、教員間の連携を図るための取組が

適切に実施されているかを認証評価において確認することが必要である。 

 

（２）適切な実務家教員の確保 

○実務家教員でも、実務との関わりを長期間持たないと最新の動向に疎くなるため、実務

家教員が実務の最新知識を有するなど適切な人材であるか（実務の現場を離れてから過

度な期間が経過していないか等）を認証評価で確認することが必要である。 

○最新の知識を有する実務家教員を得るため、企業等との連携により、ローテーションに

よる派遣を確保することも一案である。 

○実務家教員の３分の２以内は、専任教員以外の者でも、１年に６単位以上の授業科目を

担当し、かつ、組織の運営に責任を負うもので足りるとされている。この、いわゆるみ

なし専任教員制度の活用により、最新の知識を有する実務家教員を効果的に教育の現場
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に取り込むことが必要である。この趣旨を更に生かすため、みなし専任教員の担当科目

数について、大学院の運営についての責任（教授会構成員として責任のある参画を想定）

を担保することを前提として緩和することを検討すべきである。その際、教育の質が低

下しないよう留意が必要である。 

○みなし専任教員の活用状況も含め当該専門職大学院における実務家教員と研究者教員

のバランスについては、認証評価において確認することを検討すべきである。 

 

（３）他の課程との連携の促進 

○専門職大学院制度においては、その教育の質を保証するという観点から、一定の独立性

の確保と教員組織の充実が求められており、設置基準上必ず置くこととされる専任教員

（以下「必置教員」という。）は、原則として他の課程の専任教員を兼務できないこと

とされている。制度創設後１０年間の特例として、他の課程の専任教員を兼務すること

が認められていたが、平成２６年度より、博士課程（一貫制及び区分制の後期）を除き、

特例措置は廃止された。 

  ※専門職大学院の専任教員であっても、兼担として、他の課程の授業を教えることは可能であ

る。また、必置教員数分を超えて配置される専任教員については、他の課程の専任教員を兼

務することは可能である。 

○この制度により、専門職大学院における教育に専念する教員の確保が図られる一方で、

学部との連携や学際連携が図りづらいため、高等教育機関としての発展が阻害されてい

るとの指摘がある。専門職大学院を、高度専門職業人養成のための中核的教育機関と位

置付け、機能強化を図っていく観点から、専門職大学院と、学士課程や修士課程等との

連携を強化していく必要がある。また、特に、地方の小規模大学などについては、地域

課題の解決に貢献するためにも、限られた人的リソースの有効活用を促進する必要があ

る。 

○社会（「出口」）や地域のニーズに対応するための新たな取組や自らの強みや特徴を伸ば

すための取組を促進し、高度専門職業人養成機能の強化を図るため、教育の質保証を前

提として、専門職大学院の必置教員が他の課程の専任教員を兼務することを一定程度認

めることを検討すべきである。 

○この際、例えば、 

    ①専門職大学院を新設する場合（修士課程から移行する場合も含む）の時限付き措置と

して認める場合 

    ②教育上積極的な効果が認められる場合であり、かつ、教育上支障がない場合に限定し

た恒常的措置として認める場合 

  などについて必要性を整理し、検討を進めるべきである。 

○①の対象としては、以前の時限付き特例措置の対象も踏まえ、学士課程、修士課程、専

門職学位課程とすることが考えられる。 

○②の対象としても、専門職大学院と他の課程との連携を図っていく観点から、学士課程、
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修士課程、専門職学位課程とすることが考えられるが、現行制度上、同じ課程間の専任

教員の兼務は認められていない。このため、今後、特に、修士課程及び専門職学位課程

を恒常的措置の対象とすることについては、引き続き、適切な場において全体的な議論

が必要である。 

○また、これらの措置が専門職大学院の教育の質の低下を招かないようにすることが必要

であり、エフォート管理の手法の導入や基準の在り方についての十分な検討が必要であ

る。また、兼務を認める場合、設置審査や認証評価において確認することについても今

後検討する必要がある。 

○なお、エフォート管理の手法を導入する場合は、専門職学位課程以外にも影響が及ぶこ

とが考えられるため、上記同様、引き続き、適切な場において全体的な議論が必要であ

る。 

○専門職大学院設置基準上、平成３０年度までの間、特例措置が設けられている教職大学

院については対象外とすべきである。また、法科大学院については、国は、平成３０年

度までを法科大学院集中改革期間と位置付けていることを踏まえ、中央教育審議会に設

置されている法科大学院特別委員会において更に専門的な議論が必要である。 

○一方、修士課程の教員基準について、法学分野については、複数専攻を設ける場合の緩

和措置が設けられていることから、専門職学位課程においても、法学分野においては、

一研究科に、複数の専門職学位課程の専攻がある場合は、必置教員数を一定程度緩和す

ることを検討すべきである。 

○一定の独立性の確保を求めたこととの関係で、大学内で、専門職大学院が他の課程と必

要な連携が取られていない場合があるとの指摘があるが、新たなニーズに対応した教育

プログラムを提供するため、学士課程や修士課程等と連携を図ることは重要である。教

授会の運営等において一定の独立性が確保されている場合、前例もあるとおり、同じ研

究科内に、修士課程と専門職学位課程を設置することも一つの方策である。 

 

（４）ファカルティ・ディベロップメントの充実 

○プロフェッショナルスクールの教員としての訓練が、研究者教員・実務家教員双方に必

要である。ファカルティ・ディベロップメントの実施にあたっては、研究者教員と実務

家教員の連携によるカリキュラム・授業開発や、効果的なチーム・ティーチングの在り

方を検討するなど、「理論と実務の架橋」を図るために双方の教育力の向上を促すため

の取組が必要である。 

 

 

４．認証評価 

（１）社会（「出口」）との連携による認証評価 

○認証評価機関は、修了生の就職先（民間企業等）、学生、その他の関係者から意見を聴

き、認証評価に反映させることが必要であり、その際、特に、修了生が、各専門職大学院
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の人材養成上の目的に沿った活動を行っているかを確認することを検討すべきである。 

 

（２）国際的な同等性・通用性の確保 

○認証評価において、教育の質の国際的な同等性・通用性の確保が必要であり、認証評価

機関における国際的な視点からの取組が期待される。 

 

（３）機関別評価と分野別評価の効率化 

○機関別評価と分野別評価の効率化が必要であり、機関別評価にあたって、分野別評価の

結果の活用により効率的に評価することを検討すべきである。また、専門職大学院のみ

を設置している大学の場合は、機関別と分野別の評価を一本化して受審することを可能

とすることを検討すべきである。この場合、両評価の質を維持することが必要である。 

 

（４）国際的な評価機関の評価の在り方 

○国際的な評価機関の認証を得た場合、国内の認証評価との重複を避けるため、国内の認

証評価基準との整合性を確保しつつ、国内の認証評価の受審に伴う負担の大幅な軽減を

図る措置を検討すべきである。 

 

 

５．情報公開の促進 

（１）社会（「出口」）との連携方策の策定 

○社会（「出口」）との関係において具体的にどのような人材の養成を目指しているのか、

専門職大学院での学修は人材養成プロセスのどの部分（例：入門部分）に該当するのか、

ステークホルダーとどのような連携を図って教育内容を充実するのか等に関する方策

の策定・公表を義務付けることを検討すべきである。 

 

（２）修了生の活躍状況等についての情報公開の促進 

○専門職大学院は、修了生が、目標どおりの人材として育っているかをフォローアップす

ることが必要であり、修了生の就職状況に加え、それ以降の活躍状況（企業・地方公共

団体等での処遇の状況を含め目標に掲げた人材像に合致する活躍をしているか）につい

ての情報公開を促進することが必要である。 

○専門職学位の付加価値を社会（「出口」）に理解してもらえるよう、国においても、専門

職大学院について積極的な広報に努めることが必要である。 

 

 

６．職業資格試験等との関係 

○高度専門職業人養成の観点から、専門職大学院と職業資格試験や、資格と関連する研修

等との望ましい連携の在り方を検討するとともに、文部科学省が各資格を所掌している
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省庁と連携し、各資格と専門職大学院との関係性を個別に検討することが必要である。

新たに設けられた公認心理師試験等の受験資格を含めた職業資格試験の在り方や、資格

取得者を評価し雇用する仕組みの在り方について、プロセスとしての高度専門職業人養

成の観点から、十分配慮が必要である。 

 

 

７．専門職大学院の教員養成 

○研究能力に加え、実務上の知識・能力を有する教員の養成が必要であることから、専門

職大学院修了生が、円滑に博士課程（後期）へ進学できるよう、進学希望者が、何らか

の形で研究指導を受けることができるよう取組を促すことが必要である。 

 

 

８．分野ごとの固有の問題への対応 

○分野ごとの固有の問題として、以下の事項があげられるが、社会（「出口」）との連携

を促進し、高度専門職業人養成機能の強化を図る観点から、今後、必要に応じ、適切な

会議体において引き続き検討が行われることが必要である。 

 

（１）ビジネス・ＭＯＴ分野 

○我が国では、ビジネススクールは文系の大学院と位置付けられ、理系の学生や教員が少

ないことが問題である。また、ＭＯＴ分野において、文系・理系が分離しているケース

が多いため、他の課程との連携による学際領域での体系化が必要である。 

○欧米では、企業の主要ポストでＭＢＡを有する者が評価され活躍しているが、我が国で

はそのような状況にはない。人材養成機能の比較を含めた国内外の経営系大学院の実態

や、学位取得による就職先からの評価や処遇の変化を含めた修了生の実態、産業界の経

営系大学院に対するニーズ等の実態調査が必要である。 

○専門職大学院は、グローバル化対応、地域課題の解決といった自らの強みや特徴を社会

（「出口」）に明示した上で、それぞれの目的に応じた発展を目指すことが必要である。

その際、一層充実した教育を展開するため、他の経営系大学院と連携することも有効で

ある。 

 

（２）会計分野 

○公認会計士試験の受験者減の影響により志願者が著しく減少していたが、近年、社会的

ニーズの高まりから受験者が増えつつあることを踏まえ、より積極的な取組が必要であ

る。また、学生の「会計離れ」が依然として生じていることを踏まえ、社会（「出口」）

との連携強化に加え、学士課程・修士課程等との連携も強化した対応が必要である。 

○国際教育基準（ＩＥＳ）の改訂に準拠した教育プログラムの実施を通じ、より国際的な

観点での教育プログラムを展開することが必要である。 
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○公認会計士の養成（試験合格者の輩出と研修による継続教育等）にとどまらず、企業、

地方公共団体における会計専門家（会計人材）の養成や裾野拡大に取り組むことが必要

である。 

 

（３）公共政策分野 

○グローバル化対応、地域課題の解決といった自らの強みや特徴を社会（「出口」）に明

示した上で、それぞれの目的に応じた発展を目指すことが必要である。その際、学士課

程や修士課程との連携、実務家教員と研究者教員の実質的な連携による授業展開などを

特に重視する必要がある。 

○公共政策を政策科学の基礎領域として展開するための教育課程や教員体制が整ってい

ない。また、教員がローテーション人事の場合が多く、運営についての柱が確立されに

くいため、対応が必要である。 

○法科大学院との連携（公共政策の授業への法科大学院生の参加）の促進が必要である。 

 

（４）公衆衛生分野 

○公衆衛生分野については、専門医養成開始にあたり「社会医学系専門医」養成のための

基礎コースとしての活用も見据えた検討が必要である。 

○教育課程や認証評価基準と、国際標準との整合性の確保が必要である。 

○博士レベルの学位（ＤＰＨ）の創設について検討が必要である。 

 

（５）臨床心理分野 

○心理職の処遇については、社会的ニーズが高いにもかかわらず、非常勤職が多く不十分

であるため、より一層活躍の場を広げていくことが必要である。 

○新たに設けられる公認心理師試験において、公認会計士試験等の国家試験と同様、専門

職大学院の修了が制度的に位置付けられることが必要である。 

 

（６）法科大学院 

○国は、平成３０年度までを法科大学院集中改革期間と位置付けており、改革の取組を加

速することが必要である。 

○法曹志願者の回復が喫緊の課題である。特に、法学未修者や社会人経験者が減少してお

り、対応が必要である。 

○企業、公的機関、グローバル化対応等、法曹有資格者の活動領域の更なる拡大が必要で

あり、法科大学院においても対応が必要である。 

○法曹養成について、自大学の法学部と連携が十分に図られていない場合があり、連携の

促進が必要である。 

○法学未修者に対しては、学部レベルでの教育を法科大学院で行っている面もあり、法学

部との関係を見直すことが必要である。 

13



 
 

○早期卒業・飛び入学制度を活用した学部段階からの円滑な教育課程の構築等、在学期間

短縮に向けた取組が必要である。 

○「公的支援見直し強化・加算プログラム」の実施を通じ、各法科大学院の先導的取組を

支援することが必要である。 

○中央教育審議会においては、法科大学院特別委員会が設置されており、上記の点を含め、

今後とも、改革のための取組についての議論を積極的に行うことが必要である。 

 

（７）教職大学院 

○教職大学院が全国に設置され、その位置づけが「モデル」から「全国化」に移る中、新

たな在り方の方向性を示すことが必要である。 

○学士課程の新規修了者について、教職大学院に進学するインセンティブが未だ不十分で

ある。 

○現職教員学生については、入学前に科目等履修生制度等を活用して大学の単位として積

み重ねられる仕組みの導入等により、働きながら学びやすい教職大学院にするなど、負

担軽減を図る方策が必要である。 

○学士課程の新規修了者と現職教員学生との力の差が大きいことから、同じ授業の中での

学び合いが効率よく行われていない面があり、学び合いの在り方の検討が必要である。 

○中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」（平

成２７年１２月２１日）を受けて、関連法令の改正後、各都道府県教育委員会等が中心

となって作成する「教員育成指標」と密接にリンクしたカリキュラムを構築し、時代が

求める新たな教育課題への対応をリードするなど、存在意義をアピールすることが必要

である。 

 

 

９．新たな認定制度 

○ ①世界的に活躍するグローバル人材の養成、②地域の課題解決に貢献する地域人材の

養成、③社会的ニーズの高い特定の分野に強みを有する専門人材の養成、といった各専

門職大学院の強みや特色を前面に打ち出すための組織的な取組を促すため、①から③ご

とに定める一定の基準を満たしたと認められる専門職大学院を新たに認定し、メリット

を付与する制度を検討することが必要である。制度の導入にあたっては、多くの分野と

関連が深い経営系分野から開始することも一案である。 
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Ⅲ．まとめ 

○少子高齢化が急激に進展する我が国が持続的な成長を継続するためには、高度専門職業

人養成の機能強化が喫緊の課題であり、専門職大学院制度の充実強化が求められる。 

○今後、本報告書で提示した改善方策の具体化により、専門職大学院と社会（「出口」）と

の連携が一層強化され、専門職大学院において、社会（「出口」）が求める高度専門職業

人が輩出されるとともに、輩出された人材が社会（「出口」）において適切な形で受け入

れられ、労働生産性が向上するという、好循環が生まれることが強く期待される。 

○高度専門職業人養成の観点から、今後、本報告書で提示した改善方策の具体化に加え、

修士課程等との整理に係る見直しが必要であり、既存の課程から専門職学位課程への移

行を促す方策も含め、引き続き、適切な場において検討が行われることが必要である。 
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具体的改善方策

・関係業界の関係者など養成人材像と関連が深い者等からなるアドバイザリーボードの設置

・ステークホルダー等の参画を得た上でのコアカリキュラムの策定促進
・社会人に対する柔軟で多様な教育機会提供、ICTの活用、博士レベルの専門職学位の検討等

・他の課程との連携を強化し、新たな取組や自らの強みや特徴を伸ばすための取組を促進する
ため、専門職大学院の必置教員が他の課程の専任教員を兼務することを一定程度認めること
を検討（新設の場合の時限付措置、積極的な効果が認められ、かつ、支障がない場合の恒常
的措置）
・みなし専任教員の担当科目数の緩和など、適切な実務家教員の確保の促進 等

・認証評価機関は、修了生の就職先、学生等から意見を聴き、評価に反映させることが必要。
・機関別評価と分野別評価の効率化（機関別評価での分野別評価の結果の活用、専門職大学
院のみを設置している大学の場合は、機関別と分野別の評価を一本化の検討）
・国際認証を得た場合、国内の認証評価受審に伴う負担の軽減の検討

・具体的にどのような人材の養成を目指しているのか、ステークホルダーとどのような連携を図っ
て教育内容を充実するのか等、社会（「出口」）との連携方策の策定・公表
・修了生の活躍状況等についての情報公開の促進

・①世界的に活躍するグローバル人材の養成、②地域の課題解決に貢献する地域人材の養成、
③社会的ニーズの高い特定の分野に強みを有する専門人材の養成といった各専門職大学院
の強みや特色を打ち出すための組織的取組を促すため、①から③ごとに定める一定の基準を
満たしたと認められる専門職大学院を新たに認定し、メリットを付与する制度を検討。導入にあ
たっては、多くの分野と関連が深い経営系分野から開始することも一案

中央教育審議会大学分科会大学院部会専門職大学院ワーキンググループ
「専門職大学院を中核とした高度専門職業人養成機能の充実・強化方策について」（概要）

○専門職大学院は、平成１５年度に、高度専門職業人養成に目的を特化した課程として創設以来、大学院
教育の実質化や社会人教育を牽引する役割を担うとともに、一定程度の普及定着が図られてきた。

○一方、社会（「出口」）との連携が必ずしも十分ではなく、多様化するニーズを的確に踏まえたプログラム
提供ができていない、学位の付加価値についての理解を得られていない等のため、制度導入時に期待
されていたほどの広がりには至っていない。
○高度専門職業人養成という観点から、修士課程と専門職学位課程の役割分担が明確ではない。

少子高齢化が急激に進展する我が国が持続的な成長を継続するため、専門性が要求され
る分野において国民一人一人の労働生産性を向上させることが喫緊の課題であり、高度専
門職業人養成機能の一層の充実強化が必要

現
状
・課
題

今
後
の
方
向
性

①高度専門職業人養成機能の充実・強化

・自らの強みや特徴を伸ばすための取組促進

・高度専門職業人養成のための中核的教育機関と

位置付け、高等教育全体としての機能強化

②社会（「出口」）との連携強化

・社会（「出口」）との連携強化の重要性と必要性を
専門職大学院制度に一層取り込むことが必要

・学士課程、修士課程、他の専門職学位課程等の
教員とも連携して特色ある教育プログラムを提供

④分野ごとのきめ細かい対応

・対応が必要と考えられる課題については、分野
ごとのきめ細やかな対応が必要

修士課程との在り方の整理を含めた大学院全体としての見直し

・高度専門職業人養成機能を強化する観点から、大学院全体としての議論が必要。特に、高度専門職業人養成
を主たる目的とする修士課程等の専門職学位課程へ移行を促す方策についても検討が必要。その際、専門職
大学院の設置が進んでいない、地方におけるニーズを踏まえることが必要。

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ
ﾎﾞｰﾄﾞ

教育課程等

教員組織

認証評価

情報公開
の促進

新たな
認定制度

③多様なニーズへ対応するための学士課程・

修士課程等との連携強化
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１．制度創設の経緯と制度概要

平成11年 高度専門職業人の養成に特化した大学院の修士課程（専門大学院）を制度化

1-1 専門大学院制度の創設の経緯

（2）大学院の教育研究の高度化・多様化
3）高度専門職業人養成に特化した実践的教育を行う大学院の設置促進
● 国際的にも社会の各分野においても指導的な役割を担う高度専門職業人の養成に対する期待に

こたえ、大学院修士課程は、その目的に即した教育研究体制、教育内容・方法等の整備を
図り、その機能を一層強化していくことが急務となっている。

● そのため、これまでの高度専門職業人の養成の充実と併せて、これを更に進め、特定の職業
等に従事するのに必要な高度の専門的知識・能力の育成に特化した実践的な教育を行う
大学院修士課程の設置を促進することとし、制度面での所要の整備を行い教育研究水準の
向上を図っていく必要がある。

高度専門職業人の養成に特化した大学院修士課程は、カリキュラム、教員の資格及び教員組織、
修了要件などについて、大学院設置基準等の上でもこれまでの修士課程とは区別して扱い、経営
管理、法律実務、ファイナンス、国際開発・協力、公共政策、公衆衛生などの分野においてその
設置が期待される。
この場合の学位については、国際的な通用性も考慮し、修士とすることが適当である。なお、

修士（「専攻分野」）と表記する際の専攻分野の名称について各大学において工夫する必要がある。

「21世紀の大学像と今後の改革方針について」（答申）（平成10年10月26日）
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1-2 専門職大学院制度の創設の経緯

「大学院における高度専門職業人養成について」（答申）（平成14年８月５日）

今後，国際的，社会的にも活躍する高度専門職業人の養成を質量共に飛躍的に充実させ、大学が社会の期待に応じる人
材育成機能を果たしていくため、現行の専門大学院制度を更に発展させ、様々な職業分野の特性に応じた柔軟で実践的
な教育を可能にする新たな大学院制度を創設する必要

科学技術の高度化，社会・経済・文化のグローバル化などにより，社会が多様に発展し，国際的競争も激しくなる中で，
これまでの知識・技術や発想，思考の枠組みだけでは認識できない問題や解決不可能な問題が多く生じてきている。

21世紀は「知」の時代とも言われるが，複雑化・高度化したこれらの問題の解決のためには，今まで以上に多様な経
験や国際的視野を持ち，高度で専門的な職業能力を有する人材が多く必要とされるようになってきている。それらの人材
は，社会経済の各分野において指導的役割を果たすとともに，国際的にも活躍できるような高度な専門能力を有すること
が期待され，そのような高度専門職業人の養成が，今強く求められるようになっている。

⇒高度専門職業人養成を質量共に充実させることに対する社会的要請が様々な分野において急速に高まっており，
各分野の特性に応じた柔軟で実践的な教育をより一層充実させる観点から，現在の専門大学院制度を，その位置
付けの明確化を含め，更に改善，発展させることが求められるところとなっている。

専門大学院制度は、従来の大学院（修士課程）の枠内で制度設計
○従来の大学院修士課程における研究指導、修士論文との関係から、修了要件として特定の課題についての研究

の成果の審査に合格することを制度上課し、これについて個別の課題についての研究の実施に対する指導を行う
こととしていること

○この指導のために相当数の研究指導担当教員の配置を求めていること 等

このような制度の枠組みが、さらに、様々な分野でその求められる能力に適した高度な専門職業人を養成するための実
践的な教育を展開していく上で制約となることが指摘

平成15年３月 専門職大学院設置基準の制定

（１）標準修業年限
・２年（法科大学院は３年）

（２）修了要件
・30単位以上 ※法科大学院は93単位以上、教職大学院は45単位以上が基本
・一般の修士課程と異なり、論文作成を必須としない

（３）教員組織
・必要専任教員中の３割以上は実務家教員 ※法科大学院は２割以上、教職大学院は４割以上

（４）教育内容
・理論と実務の架橋を強く意識した教育を実施
・事例研究や現地調査を中心に、双方向・多方向に行われる討論や質疑応答等が授業の基本

（５）学 位
・○○修士（専門職） （例）経営管理修士（専門職）、会計修士（専門職） 等

（６）認証評価

・教育課程や教員組織等の教育研究活動の状況について、文部科学大臣より認証を受けた認証評価団体の評価を５年以内ごとに受審する

ことを義務づけ、教育の質保証を図る仕組みを担保。

専門職大学院は、科学技術の進展や社会・経済のグローバル化に伴う、社会的・国際的に活躍できる高度専門職業人養成へのニーズの高
まりに対応するため、高度専門職業人の養成に目的を特化した課程として、平成15年度に創設

制度の概要

学校教育法上の目的
（大学院及び専門職大学院の目的）
第九十九条
２ 大学院のうち、学術の理論及び応用を教授研究し、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うこ
とを目的とするものは、専門職大学院とする。

①フィールドワーク
設定したテーマに関わる代表的な実践事例について、実地調査を行う。

②ワークショップ
設定したテーマに即した事例を学生がそれぞれに持ち寄る。教員は、それら事例の発表を土台として、それらの背景等についての分析・考察を導く。

③シミュレーション
授業テーマ等に関わる条件を設定し、その条件下において想定できるモデルプランを示し、その企画立案・効果等についての検証を行う。

④ロールプレイング
ある条件を設定し、その条件下で学生に役割（例えば批判する側と推進する側等）を割り当てて事例の検討を行う。

1-3 専門職大学院制度の概要
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1-4 修士課程との制度比較

修士課程
専門職学位課程

専門職大学院 法科大学院 教職大学院

目 的
研究者の養成

高度専門職業人の養成
高度専門職業人の養成

標 準 修 業 年 限 ２年 ２年 ３年 ２年

修 了 要 件
30単位以上

修士論文作成（研究指導）
30単位以上 93単位以上 45単位以上

（うち10単位以上は学校等での実習）

専 任
教 員

必置教員 －
修士課程を担当する研究指導教員数の1.5倍の数

＋研究指導補助教員数

兼務
学士課程及び一個の専攻に限り、博士
課程（一貫制又は後期）との兼務可能

一個の専攻に限り、
博士課程（一貫制又は後期）との兼務可能

学士課程・修士課程・博士課程
（前期）の必置教員数
の3分の1まで兼務可能
（平成30年度まで）

一個の専攻に限り、
博士課程（一貫制又は後期）

との兼務可能

実 務 家 教 員 － ３割以上 ２割以上 ４割以上

授 業 方 法 －

・事例研究
・現地調査
・双方向・多方向に行わ
れる討論・質疑応答

①同左
②少人数教育が基本
（法律基本科目は50人が標準）

①同左
②学校実習・共通科目：必修

学 位 修士（○○） ○○修士（専門職） 法務博士（専門職） 教職修士（専門職）

認 証 評 価 －
教育課程や教員組織等の教育研究活動の状況について、文部科学大臣より認証を受
けた認証評価団体の評価を５年毎に受審することを義務付け、教育の質保証を図る
仕組みを担保

２．我が国を取り巻く状況
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（資料）1920年～2010年：「人口推計」（総務省）、2015年～2060年：「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

※推計値は出生中位（死亡中位）推計による。実績値の1950年～1970年には沖縄県を含まない。
1945年については、1～15歳を年少人口、16～65歳を生産年齢人口、66歳以上を老年人口としている。
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国立社会保障・人口問題研究所の予測では、少子高齢化の進行により、2030年には年少人口が1,204万人、
生産年齢人口が6,773万人まで減少。我が国の総人口の３割が65歳以上となる。
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OECDの予測では、2030年には日本の生産年齢人口が57.3％にまで減少し、OECD加盟国中最下位になる。

（資料）「Looking to 2060：Long-term global growth prospects」（OECD）

2-2 総人口に占める生産年齢人口の割合の国際比較
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世界のGDPに占める日本の割合は低下傾向。一方、中国の伸びが著しい。

（％）

（資料）「GDPの国際比較」（内閣府）

2-3 世界のGDPに占める日本の割合

2－4 企業内における高度人材の過不足状況

【調査概要】
調査方法：郵送配布・郵送回収方式
調査時期：2012年2月
調査対象：商用データベースから無作為抽出した、従業員（正社員）規模が5人以上の全国1万社
有効回収数：1,516社（有効回収率15.2%）

出典：みずほ情報総研「『高度人材に対するニーズ』に関する企業アンケート調査」

※高度人材：企業において、「大卒または大卒相当のパフォーマンスをあげている」者と定義
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※D.I.とは、「不足」－「過剰」である。
日本標準職業分類の統計基準設定(2009年12月)にともない、2011年２月調査から職種の見直しを行ったため、2011年２月調査より
｢輸送・機械運転」を新設し、｢運輸・通信」は廃止した。また、「事務」、「技能工」、「単純工」については、内容の変更をおこなったため、
旧分類とは接続しない。

（資料）「労働経済動向調査」（厚生労働省）

企業の雇用の過不足感は、リーマンショック後の2009年以降、雇用の過剰感の解消が進み、人員の不足感が
拡大する傾向にある。
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2－5 職業別労働者の過不足状況判断（D.I）の推移
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（出典） 通商白書2013年版

（アメリカ＝100として比較/2009年）

2－6 労働生産性の国際比較

労働生産性水準の対米比（米国＝100）を見ると、我が国は2009年で米国の57.2%（製造業で69.9%、
非製造業では53.9%）の水準と、欧州各国よりも低い水準となっている。
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資料：EU KELMS より作成 出典：「通商白書2013」経済産業省

我が国の労働生産性は、特にサービス産業において、米国より低い数値となっ
ており、成長戦略の実現のためには、これらの分野の生産性向上に向けた経営
人材の育成強化が課題。

2－7 我が国の産業別労働生産性水準（対米国比）
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日本の輸出入先が、欧米諸国が主体だった１０年前と比べて多様化。

出典：
財務省貿易統計
をもとに文科省作
成

2-8 貿易相手の多様化
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2－9 経営幹部層におけるグローバルに活躍できる人材の不足

グローバル経営を進める上での課題については、「本社におけるグローバル人材育成が海外事業展開のスピードに
追いついていない」との回答が最も多く（194社、63％）、次いで、「経営幹部層におけるグローバルに活躍できる人材不

足」「海外拠点の幹部層の確保・定着」などが多く挙げられ、グローバルに活躍できる人材不足が大きな経営課題として
認識されている。
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グループ企業全体への企業理念・経営ビジョンの浸透

グループ企業の人材データベースの構築と人事・評価制度のグローバル共通化

グループ企業間の情報システムの統一

社内公用語の統一（取締役会、社内文書、イントラネット等）

その他

経団連会員 非経団連会員

ｎ＝309社（複数回答）

（社）

出典：経団連「グローバル人材の育成・活用に向けて求められる取り組みに関するアンケート結果」（2015年3月17日）より抜粋

2－10 大学に取り組んでほしい教育方法やカリキュラム改革

大学に優先的に取り組んでほしい教育方法やカリキュラムについては、「一方的な講義ではなく、学生の能動的・主体
的学び等を促す双方向型の授業（アクティブ・ラーニング、課題解決型授業）の実施」（387社、87％）が突出して高く、次

に「企業の経営幹部・実務者からグローバル・ビジネスの実態を学ぶカリキュラムの実施」が続き、学生の能動的・主体
的学びを促す双方向型の授業を求める意見が多い。
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一方的な講義ではなく、学生の能動的学び等を促す双方向型の授業の実施

企業の経営幹部・実務者からグローバル・ビジネスの実態を学ぶカリキュラムの実施

専門科目を英語で履修するカリキュラムの構築

教養教育（リベラル・アーツ教育）の拡充

海外大学との連携によるジョイント・ディグリー・プログラム等の実施

学生に主体的学びや体験活動を推進するための「学修ポートフォリオ」導入

入試改革とセットで、成績管理や卒業要件の厳格化

その他

経団連会員 非経団連会員

ｎ＝445社（複数回答）

（社）

出典：経団連「グローバル人材の育成・活用に向けて求められる取り組みに関するアンケート結果」（2015年3月17日）より抜粋26



３．専門職大学院の現状

年度別専門職大学院数

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

130校 128校 128校 124校 122校 114校 117校

※文部科学省調べ、学生募集停止中の大学院を除く

分野
国立 公立 私立 株立 専攻数

合計
大学数
合計

専攻数 大学数 専攻数 大学数 専攻数 大学数 専攻数 大学数

ビジネス・MOT 12 12 3 3 16 16 1 1 32 32

会計 2 2 1 1 9 9 1 1 13 13
公共政策 5 5 0 0 2 2 0 0 7 7
公衆衛生 3 3 0 0 1 1 0 0 4 4
知的財産 0 0 0 0 3 3 0 0 3 3
臨床心理 2 2 0 0 4 4 0 0 6 6

法科大学院 16 16 2 2 27 27 0 0 45 45

教職大学院 39 39 0 0 6 6 0 0 45 45

その他 1 1 4 3 8 7 1 1 14 12
合 計 80 80 10 9 76 75 3 3 169 117

分野別専門職大学院数（H2８）

※ １の大学で複数の専攻を設置している場合があるため､各分野の大学数の合計は全大学数の合計とは一致しない。
※ 学生募集停止中の大学・専攻は除く。

3-1 専門職大学院を置く大学数及び専攻数 H28.7.1現在
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分野 概要 修了後の進路の例

ビジネス・ＭＯＴ

経営戦略、組織行動、ファイナンス、マーケティング、技術・生産管理、情報
システム等の科目により、経営分野のリーダーを養成。なお、ＭＯＴ（技術経
営）は、経営に技術的内容を融合した分野。

経営企画・ＣＥＯ候補者、独立・社内ベ
ンチャー起業者、先端技術戦略・政策立
案者、幹部技術者 等

会計

企業や行政機関等の会計並びに監査の担い手として、様々な専門知識や能力、
ＩＴへの対応力、論理的かつ倫理的な判断力などを備えた会計のプロフェッ
ショナルを養成。修了者は、公認会計士試験の一部科目が免除される。

公認会計士、企業や行政機関等における
会計専門家、コンサルタント等

公共政策
公共政策に関する総合的な能力（課題発見、分析・評価、立案等）を有する人
材を育成。各種公務員試験の免除等はない。

国際機関、行政機関等における政策・立
案従事者

公衆衛生

健康の保持・増進、疾病の予防等に関して指導的役割を果たす人材を養成。 公衆衛生行政担当者、企業等の健康管理
専門家 、病院の医療安全管理者、シン
クタンク・NGO等のアナリスト 等

知的財産
知的財産の創造、保護、活用を支える人材を養成。修了者は、弁理士試験の科
目が一部免除される。

弁理士、企業・行政機関等における知財
担当 等

臨床心理

人間の心の問題への専門的援助ができる人材を養成。修了者は、臨床心理士資
格試験の科目が一部免除される。

企業や教育機関におけるカウンセラー、
医療・保健、福祉関係業務従事者 等

法曹養成
（法科大学院）

専ら法曹養成（弁護士、裁判官、検事）のための教育を行うことを目的とした
専門職大学院。

弁護士、裁判官、検事、企業・行政機関
の法務担当者 等

教員養成
（教職大学院）

教員養成に特化した専門職大学院。実践的な指導力・展開力を備えた新人教員
と、スクールリーダー（中核的・指導的な役割を担う教員）の養成。

専ら幼稚園、小学校、中学校、高等学校、
特別支援学校の教員

3-2 専門職大学院が設置されている主な分野

※この他にも、情報、原子力等、様々な分野がある。

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28
平成15～28年度に開
設及び募集停止され

た専攻数合計

ビジネス・MOT

新規開設数 6 7 7 8 2 3 0 1 0 1 0 0 0 2 37

募集停止数 0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 3 5

設置数 6 13 20 28 29 32 31 32 32 33 33 33 33 32 32

会計

新規開設数 1 0 9 4 2 0 1 0 0 0 0 0 0 0 17

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 2 0 4

設置数 1 1 10 14 16 16 17 17 16 16 16 15 13 13 13

公共政策

新規開設数 1 3 2 1 1 0 0 0 0 1 0 0 0 0 9

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 2

設置数 1 4 6 7 8 8 8 8 8 8 8 8 8 7 7

公衆衛生

新規開設数 2 0 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 4

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設置数 2 2 2 2 3 3 3 3 4 4 4 4 4 4 4

知的財産

新規開設数 2 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 3

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設置数 2 2 2 2 2 3 3 3 3 3 3 3 3

臨床心理

新規開設数 1 0 3 0 1 0 1 0 0 0 0 0 6

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設置数 1 1 4 4 5 5 6 6 6 6 6 6 6

法科大学院

新規開設数 68 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 74

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 1 0 4 2 13 9 29

設置数 68 74 74 74 74 74 74 73 73 69 67 54 45 45

教職大学院

新規開設数 19 5 1 0 0 0 0 2 18 45

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

設置数 19 24 25 25 25 25 25 27 45 45

その他

新規開設数 5 2 5 1 3 1 0 0 0 0 0 0 0 17

募集停止数 0 0 0 0 0 0 0 1 2 0 0 0 0 3

設置数 5 7 12 13 16 17 17 16 14 14 14 14 14 14

合 計

新規開設数 10 83 29 18 10 25 8 3 2 2 0 0 2 20 212

募集停止数 0 0 0 0 1 0 1 0 3 3 4 3 15 13 43

設置数 10 93 122 140 149 174 181 184 183 182 178 175 162 169 169

3-3 分野別専攻数推移① H28.7.1現在
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3-3 分野別専攻数推移②
（単位：専攻数）
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合 計 設置数

ビジネス・MOT 設置数

会計 設置数

公共政策 設置数

公衆衛生 設置数

知的財産 設置数

臨床心理 設置数

法科大学院 設置数

教職大学院 設置数

その他 設置数

H28.7.1現在

3-4 専門職大学院の設置状況（法科、教職除く）

・小樽商科（MBA）
・北海道（会計）
・北海道（公共政策）

・天使（助産）

・東北（会計）
・東北（公共政策）

・国際教養
（グローバル・コミュニケーション）

・東京（原子力）

・千葉商科（会計）

・産業技術（情報システム）
・産業技術（創造技術）

・青山学院（MBA）
・中央（MBA）
・法政（MBA）
・明治（MBA）
・早稲田（MBA）
・グロービス経営（MBA）
・事業構想（MBA）
・芝浦工業（MOT）
・東京理科（MOT）
・日本工業（MOT）
・青山学院（会計）
・大原（会計）
・中央（会計）
・明治（会計）
・早稲田（会計）
・明治（公共政策）
・早稲田（公共政策）
・帝京（公衆衛生）
・東京理科（知的財産）
・日本（知的財産）
・帝京平成（臨床心理）
・日本教育（学校教育）
・日本社会事業（福祉マネジメント）
・ハリウッド（ビューティ）
・文化ファッション

（ファッションクリエイション）
・文化ファッション

（ファッションマネジメント）

・ビジネス・ブレークスルー（MBA）
・LEC東京リーガルマインド（会計）
・デジタルハリウッド
（デジタルコンテンツマネジメント）・SBI（MBA）

・長岡技術（MOT）
・新潟（MOT）

・京都（MBA）
・京都（公共政策）
・京都（公衆衛生）

・事業創造（MBA）

・神戸（MBA）

・兵庫県立（MBA）
・兵庫県立（会計）
・兵庫県立

（緑環境景観マネジメント）

・関西学院（会計）
・神戸情報（情報システム）

・同志社（MBA）
・立命館（MBA）
・京都情報（情報技術）

・南山（MBA）

・山口（MOT）

・関西学院（MBA）
・関西（会計）
・関西（臨床心理）
・大阪工業（知的財産）
・帝塚山学院（臨床心理）

・香川（MBA）

・鹿児島（臨床心理）

・熊本学園（会計）

・九州（MBA）
・九州（公衆衛生）
・九州（臨床心理）

・北九州市立（MBA）

※法科大学院、教職大学院は除く
※平成28年4月時点で募集停止している専攻は除く。

・広島国際（臨床心理）

【ビジネス・MOT】
32専攻 定員2,663人

【会計】
13専攻 定員 770人

【公共政策】
7専攻 定員 370人

【公衆衛生】
4専攻 定員 104人

【知的財産】
3専攻 定員 120人

【臨床心理】
6専攻 定員 130人

【その他】
14専攻 定員 830人

合計
79専攻 定員4,987人

分野別内訳

…国立（25専攻 定員 929）
…公立（ 8専攻 定員 290）
…私立（43専攻 定員3,428）
…株立（ 3専攻 定員 340）

合計（79専攻 定員4,987）

設置者別内訳

・筑波（MBA）
・一橋（MBA)
・東京工業（MOT）
・東京農工（MOT)
・東京（公共政策）
・一橋（公共政策）
・東京（公衆衛生）

H28.7.1現在

・県立広島（MBA）
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北海道 ５０
北海学園 １８

東北 ５０
東北学院 －

白鴎 －

千葉 ４０

獨協 －

筑波 ３６
東京 ２３０
一橋 ８５
首都大 ５２
駿河台 －
青山学院 ３５
学習院 ３０
慶應 ２３０
國學院 －
駒澤 ３６
上智 ６０
成蹊 ３０
専修 ２８
創価 ２８
大東文化 －
中央 ２４０
東海 －
東洋 －
日本 ６０
法政 ６０
明治 １２０
明治学院 －
立教 ４０
早稲田 ２００

横浜国立 ２５
神奈川 －
関東学院 －
桐蔭横浜 ３０

山梨学院 －

静岡 －

名古屋 ５０
愛知 ２０
愛知学院 －
中京 －
南山 ２０
名城 ２５

新潟 －

信州 －

金沢 １５

大阪 ８０
大阪市立 ３０
大阪学院 －
関西 ４０
近畿 ３０

神戸 ８０
関西学院 ５０
甲南 ２０

香川・愛媛 －

島根 －岡山 ３０

広島 ２０
広島修道 －

九州 ４５
西南学院 ２０
福岡 ２０
久留米 －

熊本 －

鹿児島 －

琉球 １６

入学者選
抜実施校

入学定員

国立 １６ １，０１２

公立 ２ ８２

私立 ２７ １，６３０

計 ４５ ２,７２４

－は平成28年度に学生募集を実施しない
法科大学院（２６校）

下線は夜間開講を実施している大学

京都 １６０
京都産業 －
同志社 ７０
立命館 ７０
龍谷 －

3-5 法科大学院の設置状況 H28.7.1現在

3-6 教職大学院の設置状況

宮崎
(28)

長崎
(38)

大分
(10)

福岡教育

(40)
佐賀
(20)

青森

岡山
(20)

広島
(20)

島根
(17)山口

(14)

香川
(14)

鳴門教育

(50)

愛媛
(15)

高知

静岡(24)
常葉(20)

神奈川

上越教育

(60)
新潟

(15)

琉球
(14)

埼玉
(20)

山形
(20)

千葉

(20)
聖徳

(15)

福島

宮城教育

(32)

東京学芸(40)
創価(25)
玉川(20)
帝京(30)

早稲田(60)

岩手
（16）

茨城
(15)宇都宮

（15)

秋田
(20)

熊本

鹿児島

山梨
(14)

群馬
(16)岐阜

(20)

信州
(20)

三重

愛知教育

(50)

滋賀
奈良教育

(25)

京都教育

(60)
富山
(14)

福井
(37)

金沢
(15)

和歌山
(15)

大阪教育

(30)

兵庫教育

(100)

北海道教育
(45)

教職大学院
設置都道府県(38)

教職大学院

未設置県(9)

国立大学：39大学（入学定員1,058人）
私立大学： 6大学（ 同 170人）

合 計 45大学（ 同 1,228人）
＊38都道府県で設置

大学名の下の（ ）は入学定員

＜9県で未設置＞

(鳥取)
※島根大

で養成

H28.7.1現在
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専門職大学院への入学者数

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

入学者数 8,214人 8,274人 7,720人 7,312人 6,707人 6,883人 6,999人
（内訳）

ビジネス・MOT 1,929人 1,861人 1,995人 2,085人 2,119人 2,274人 2,397人

会計 841人 801人 645人 561人 441人 465人 485人
公共政策 373人 310人 308人 321人 275人 300人 263人
公衆衛生 82人 87人 89人 103人 99人 96人 101人
知的財産 143人 131人 118人 108人 82人 82人 63人
臨床心理 126人 124人 121人 128人 117人 106人 123人
法科大学院 4,122人 3,620人 3,150人 2,698人 2,272人 2,201人 1,857人
教職大学院 - 767人 782人 803人 772人 874人 1,217人
その他 598人 573人 512人 505人 530人 485人 493人

※文部科学省調べ

在学生数の経年変化 出典：学校基本統計（学校基本調査報告書）

3-7 専門職大学院の入学者数及び在学者数推移 H28.5.1現在

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

在学生数 645 7,866 15,023 20,159 22,083 23,033 23,381 23,191 21,807 20,070 18,776 17,380 16,623 16,623
社会人学生数 560 4,246 6,979 8,768 8,943 9,056 9,430 9,430 8,316 7,942 8,037 7,771 7,831 8,299
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8,600

保健

241
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28,120

保健

11,195

教育

1,709

教育

2,258

教育

9,796

その他

1,337

その他

9,272

その他

21,853

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

修士在籍者
数（H27）

博士在籍者
数（H27）

専門職学位在
籍者数（H27）

合計
158,974人

合計
73,877人

合計
16,623人

7.1%

10.2%

8.5% 41.8% 5.4% 7.0% 6.2% 13.7%

8.1%

8.5%

7.0% 17.9% 4.9% 38.1% 3.1% 12.6%

1.4% 77.0%

2.0%

1.4% 10.3% 8.0%

出典：平成２７年度学校基本統計（文部科学省）

日本の大学院専門職学位課程における商学・経済学分野の在籍者は約5,７00人、
一般の修士課程における同分野の在籍者は約8,６00人となっている。

（うち商学・経済学分野 5,660）

34.0%

（うち商学・経済学分野 8,626）

5.4%

（うち商学・経済学分野 2,399）

3.2%

3-8 分野別大学院生数
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